特許出願支援に関する契約
国立研究開発法人　科学技術振興機構（以下「甲」という。）と○○○○○○ （以下「乙」という。）は、下記に掲げる出願（以下「原出願」という。）に基づく特許権取得及びその実施について、特許出願支援に関する契約約款（平成○○年○○月○○日）（以下「本約款」という。）の通り合意し、 ここに特許出願支援に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。
1. 科学技術振興機構整理番号：S20xx-xxxx （　契約番号：xxxxxx-xxx- xxxxxx）
2. 案件名：○○○○○○○○○○
3. 優先権主張の基礎となる国内出願（原出願）：
出願番号： 20xx-xxxxxx　　 　20xx/xx/xx出願 

出願人： ○○○○○○、○○○○○○ 
4. 支援対象：
	区分
	国または出願［出願別整理番号］
	乙の費用負担割合

	PCT第22条（1）に基づく指定国移行
	日本[xxxxxx-xxx-JP000] 
	xx％

	
	米国[xxxxxx-xxx-US000] 
	xx％

	
	ヨーロッパ特許　[xxxxxx-xxx-EP000] 
	xx％

	
	EP（ドイツ）　[xxxxxx-xxx-EPDE0] 
	xx％

	
	
	


	なお、上記各出願（以下「支援出願」という。）に係る特許を受ける権利は、乙が、○○○○○○（以下「丙」という。）から、平成○○年○○月○○日付で譲り受けたものである。当該譲渡に伴って発生した費用については、本契約に基づく支援の対象外とする。


5. 優先関係
甲と乙の間において、本契約締結との先後を問わず、原出願の対象となる発明に関する共同研究契約または研究委託契約が存在する場合、かかる共同研究契約または研究委託契約の規定が本契約に優先して適用される。
6. 本約款の適用
本契約において定めのない事項については、以下に定める事項を除き、本約款が適用される。

(1)　支援出願に係る特許権に関して本出願、本指定国移行手続きまたは締結国の指定が既に行われている場合には、該当する本約款第2条第1項の規定は適用されない。
(2)　支援出願に係る特許権を成立、維持させるために必要な費用のうち、平成○○年○月○○日以降に行われた行為に基づき発生した費用のみが、本約款の規定に従い本契約に基づく支援の対象となる。

(3)　　本約款第4条及び第6条に基づく費用の返還は、乙が支援出願に係る特許を受ける権利の譲渡を受ける前に甲が丙に対して行った、甲丙間の平成○○年○月○○日付「特許出願支援に関する契約」に基づき甲が支出した費用のうち、未返還のもの●円についても対象とする。
平成　　年　　月　　日
甲　　東京都千代田区四番町５－３
国立研究開発法人科学技術振興機構

分任契約担当者　

知的財産戦略センター事務局長　奈良坂　智

乙　　○○○○○○○○○○○○○○
　　　　　○○○○○○　○○○○○○○○
